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建設産業においては、下請企業を中心に、雇用、医療、年金保険について、法定福利費を適正に負担
しない企業（すなわち保険未加入企業）が存在し、技能労働者の医療、年金など、いざというときの公的
保障が確保されず、若年入職者減少の一因となっているほか、関係法令を遵守して適正に法定福利費を負
担する事業者ほど競争上不利になるという矛盾した状況が生じている。このため、関係者を挙げて社会保
険未加入問題への対策を進め、社会保険加入を徹底することにより、技能労働者の雇用環境の改善や不良
不適格業者の排除に取り組み、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保を図るとともに、事業者間の
公平で健全な競争環境を構築する必要がある。
当審議会では、平成23年９月に社会資本整備審議会産業分科会建設部会と合同の基本問題小委員会を

設置し、建設産業が活力を回復し、持続的に発展していくための審議を行い、平成24年１月に中間とり
まとめが行われたところである。
今後は、行政・発注者・元請企業・下請企業・建設労働者等の関係者が一体となって、社会保険未加入

は許さないとの固い決意をもって対策に取り組むことが不可欠である。このため、必要な推進体制を速や
かに構築し、それぞれの立場からの取組を着実に進めるべきである。
国土交通省をはじめとする建設業担当部局においては、社会保険担当部局との連携を図りつつ、建設業
許可・更新時や立入検査等における確認・指導、経営事項審査の厳格化、社会保険担当部局への通報等の
必要な措置を講じる必要がある。また、建設企業・団体においても、下請企業に対する指導や重層下請構
造の是正等の取組を講じる必要がある。
また、社会保険加入の前提となる法定福利費の原資を確保するため、専門工事業界を中心として見積時
の法定福利費の明示を進めるとともに、法定福利費は発注者が負担する工事価格に含まれる経費であり、
受注者が義務的に負担しなければならない経費であることを踏まえ、個別の請負契約の当事者間において
見積時から適正に確保するよう徹底し、発注者から下請企業まで適正に支払われるよう関係者がそれぞれ
の立場から取組を行うべきである。

中央建設業審議会による提言について （平成24年3月14日）

建設産業における社会保険加入の徹底について（提言）

１



これまでの主な取組

これまでの社会保険加入促進対策

関係者を挙げて社会保険未加入問題への対策を進めることで、
○ 技能労働者の処遇の向上、建設産業の持続的な発展に必要な人材の確保
○ 法定福利費を適正に負担する企業による公平で健全な競争環境の構築 を実現する必要がある

中央建設業審議会 「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言） 」 （平成２４年３月）中央建設業審議会 「建設産業における社会保険加入の徹底について（提言） 」 （平成２４年３月）

○ 社会保険未加入対策推進協議会の設置 （H24.5～）
・建設業関係団体等８４団体、学識経験者、行政（国交省、厚労省）で構成

１．行政・元請・下請一体となった保険加入の推進

○ 経営事項審査における減点幅の拡大 （H24.7～）
・雇用保険、健康保険、厚生年金保険に未加入の場合の減点幅を拡大

○ 許可更新時等の確認・指導 （H24.11～）
・許可更新・経審・立入検査時に保険加入状況を確認・指導
・立入検査時には元請企業の下請企業への指導状況も確認
・指導に従わず未加入の企業は保険担当部局に通報

２．行政によるチェック・指導

○ 下請指導ガイドライン（課長通知）の制定 （H24.11～）
・元請企業は、施工体制台帳・再下請通知書・作業員名簿等により下請企業
や作業員の保険加入状況を確認・指導

・遅くとも平成２９年度以降は、
①未加入企業を下請企業に選定しない
②適切な保険未加入の作業員は特段の理由がない限り現場入場を認めない
との取扱いとすべき

４．社会保険加入に係る建設企業の取組指針の制定・浸透

○ 直轄工事の予定価格への反映 （H24.4～）
・事業主負担及び本人負担分について、必要な法定福利費を予定価格に反映

○ 法定福利費を内訳明示した見積書の活用
・専門工事業団体毎に法定福利費を内訳明示した「標準見積書」を作成し、
下請企業から元請企業への提出を開始（H25.9～）

・建設業許可部局の立入検査による見積書の活用徹底（H28.6～）
・小規模業者を対象とした研修会の開催、簡易版の「見積書の作成手順」の
作成等により、見積書に関する周知・啓発

５．法定福利費の確保

○ 国土交通省直轄工事における対策の実施 （H26.8～段階的に実施）
・二次以下の下請企業についても加入企業に限定（H29.4～）
・二次以下の下請未加入企業についても元請にペナルティ（H29.10～）

○ 地方公共団体発注の工事における対策の実施
・入札契約適正化法に基づき、未加入業者の排除を要請（H28.6）

３．公共工事における対策の実施

○ 相談体制の充実
・各都道府県単位での相談窓口の設置や個別相談会の開催等、全国社会保険
労務士会連合会との連携を強化（H28.7～）

６．相談体制の充実

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進することを
申し合わせ

・実施後５年（H29年度）を目途に、企業単位では許可業者の加入率100％、
労働者単位では製造業相当の加入状況を目指すことを目標として共有

・目標の達成に向け、それぞれの立場で社会保険未加入対策を推進することを
申し合わせ

社会保険未加入企業が多く存在し、
○ いざというときの公的保障が確保されず、若年入職者減少の一因となっている
○ 適正に保険に加入し、法定福利費を負担している事業者が競争上不利になる

背景（建設業における課題）背景（建設業における課題）
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○ 公共事業労務費調査（平成28年10月調査）における社会保険加入状況調査結果をみると、
・ 企業別の加入率は、雇用保険では98% ［対前年度比+0% ］ 、健康保険では97% ［対前年度比
+0.4% ］ 、厚生年金保険では97% ［対前年度比+0.6% ］となっている。

・ 労働者別の加入率は、雇用保険では84% ［対前年度比+1.8% ］ 、健康保険では80% ［対前年度比
+3.5% ］ 、厚生年金保険では78% ［対前年度比+3.8% ］となっている。
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雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 75% 60% 58% 57%

H24.10 75% 61% 60% 58%

H25.10 76% 66% 64% 62%

H26.10 79% 72% 69% 67%

H27.10 82% 77% 74% 72%

H28.10 84% 80% 78% 76%

雇用保険 健康保険 厚生年金 3保険

H23.10 94% 86% 86% 84%

H24.10 95% 89% 89% 87%

H25.10 96% 92% 91% 90%

H26.10 96% 94% 94% 93%

H27.10 98% 97% 96% 95%

H28.10 98% 97% 97% 96%96%

2% 2%
＜３保険＞

３保険加入
３保険いずれか加入
未加入

労働者別・３保険別加入割合の推移

企業別・３保険別加入割合の推移

建設業における社会保険への加入状況
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② 民間発注工事における対策

① 地方公共団体発注工事における対策の徹底 ③ 社会保険未加入企業への対策の強化

④ 地域における優良な取組の推進

⑤ 周知・啓発等の充実

・民間工事の標準約款を改正し、請負代金内訳書における
明示項目に法定福利費を追加

・工事を受注する際に施工を社会保険加入企業に限定する
誓約書の活用

・社会保険加入企業に限定する取組の推進
・積算における法定福利費の計上状況をフォローアップ
・公共工事の標準約款を改正し、元請に対して、下請を
社会保険加入企業に限定する旨を規定
・公共工事の標準約款を改正し、請負代金内訳書における
明示項目に法定福利費を追加

・建設業許可部局と社会保険等部局との更なる連携の強化
・企業情報検索システムにおいて、許可業者の社会保険
加入状況の「見える化」の実施
・経営事項審査における社会保険未加入企業に対する
減点の寄与の強化

・都道府県ごとに、地域の特性に応じた社会保険の加入
を推進する会議を設置し、地域における社会保険加入
に係るきめ細かな取組を定着させる

・社会保険に関する相談窓口の充実、パンフレット・マニュアル等の充実
・一人親方等が「適用除外」として下請に選定することが認められる場合についての確認項目の整理

○ ５年間の社会保険未加入対策の取組の目標年次となる平成２９年度は、以下の対策を順次、検討・実
施するとともに、状況に応じて追加的な措置を講じる。

１．追加的な対策の実施１．追加的な対策の実施

○ 社会保険加入状況等の実態把握を行い、５年間の社会保険未加入対策で講じてきた施策の有効性等を
検証するとともに、実態に応じた効果的な対策について検討する

２．実態の把握２．実態の把握

今後の社会保険加入促進対策に関する取組方針
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